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派遣労働者 177 万人へ増加・無期雇用派遣就業者も 21 万人 

 

 

 厚生労働省が発表した２０１６年度労働者派遣事業報告書（７万７５４事業所）によると、派遣労働者数は約１７

７万人となりました。内訳は無期派遣が約２１万５０００人、有期派遣が約１２９万人、旧特定派遣が約２６万６００

０人。登録者数は約４３４万８０００人。１５年９月の改正労働者派遣法の施行に伴い、１５年度は後半の統計しか

ないため、前年度比は出していません。 

 派遣料金（８時間換算）は平均１万９０８３円（同９．５％増）、旧特定派遣が２万５１５９円（同２．５％増）。派遣

労働者の賃金（同）も平均１万２６２４円（同５．８％増）、旧特定派遣が１万５７７１円（同１．３％増）と順調に伸び

ています。 

１７年６月の派遣労働者は約１５６万人 

 また、２０１７年６月１日時点の労働者派遣事業報告（７万７３４事業所）によると、派遣労働者数は約１５６万人

（対前年比１９．４％増）と大幅に増加しました。そのうち、無期雇用が約２３万５０００人、有期雇用が約１１２万人、

旧特定派遣が約２０万人でした。 

 もう少し詳しく見ると、製造派遣は約２９万人（同３２．６％増）で、無期雇用は約５万８０００人、有期雇用は約２

３万人。日雇い派遣は約４万６０００人（同３６．７％増）。製造派遣、日雇い派遣とも大幅に増え、人手不足で外

部労働力の調達を増やす企業の苦しい台所事情がうかがえます。 

 労働者派遣事業は１５年９月の改正派遣法施行により、それまでの特定派遣（政令２６業務）と一般業務の区

別が廃止され、「無期雇用」と「有期雇用」に区分けされました。 

手数料収入が大幅に増えて７年連続増、職業紹介事業報告 

 さらに、２０１６年度「職業紹介事業報告」（２万４０６事業所）によると、民営の新規求職申し込み件数は約１３２

２万件（前年度比１．６％減）、常用求人数は約６７２万件（同２０．７％増）、就職件数は約６３万件（同６．４％増）。

手数料収入は約３８７６億円（同９．６％増）となりました。 

 有料紹介による常用労働者の就職件数を職業別にみると、１６年度も「一般事務」が５万６７９９件（同２．４％

増）と最大で、「看護師」の５万１０７０件（同５．４％減）、「家政婦（夫）」の５万７７５件（同７．０％増）などが多いこ

とが分かります。 

 景気拡大の長期化と人手不足の深刻化に伴って、１６年度の転職市場は１５年度に続いて活性化。求職者数

は減少した一方、求人数は２割も増加しており、需給のアンバランスが顕著になっています。紹介事業企業の手

数料収入も７年連続のプラスで、伸び率も２ケタ近い伸びとなっています。 


